
 

経営戦略と人財戦略の連動 

 
当社グループは、「安藤ハザマVISION2030」の実現のためには、多様な個々の力をこれ

まで以上に高め集結し、さらなる組織力の強化を図っていく必要があると捉え、「中期経
営計画2025」では、「事業強化」「人的資本の価値向上」「ＥＳＧ経営の推進」の３点を当
社グループの経営課題と認識し、各種施策を展開しています。 

  
「人的資本の価値向上」の実現に向け、納得性の高い人事評価制度の整備、報酬水準の

向上、自律的なキャリア形成支援の強化、及び多様な働き方の実現等、各種施策を実施す
ることで従業員エンゲージメントの向上に資する会社の魅力向上策を推進するとともに、
多様な人財の確保と人的資本価値の最大化による経営基盤の強化を進めており、2025年度
の全社ＫＰＩの一つとして「従業員エンゲージメントスコア80%以上」を掲げています。 

 
当社グループは、建設業界で最も従業員を大切にする会社を目指しています。Ｗｅｌｌ-

ｂｅｉｎｇを人財戦略の中心に据え、会社と従業員が価値を共有し、将来に向けて共に成
長していくため、人財への投資と各種施策を積極的に推進していきます。 

 

 

人財育成方針 

 
当社は、人財育成は全員で取り組むべき課題であり、一人ひとりが自身の能力や専門性

を高め積極的に人財育成に関わることが大切であるとの考えのもと、2013年の合併時に策
定した「人材育成の基本方針」を、2023年4月に「人財育成基本方針」へと改訂しまし
た。当該方針に基づき、「安藤ハザマVISION2030」における従業員価値の創造を実現し、
会社と従業員が共に成長していくことを目指します。 

 

人財育成の指針 

一、多様な人財がいきいきと能力を発揮し、社会のために挑戦できる組織風

土を醸成する 

一、社員自らが描くありたい姿に近づくための機会を提供し、支援する 

一、長期的な視点で継続的・計画的に人財を育成する 

 

当社グループは、「安藤ハザマVISION2030」にも掲げる通り、継続的かつ戦略的な成長
投資を行い、本業である建設事業のさらなる強化に加え、事業ポートフォリオの変革に向
けて建設以外の事業の強化にも積極的に取り組んでいます。 

 

 

 

 



 

社内環境整備方針 

 
当社グループは「安藤ハザマVISION2030」にて「従業員価値の創造」をビジョンの一つ

に掲げており、「中期経営計画2025」では、Ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎｇ実現、自律的キャリア形
成支援、「共育」「挑戦」「創造」の風土醸成などを従業員へコミットしています。 

従業員エンゲージメントの向上は「安藤ハザマVISION2030」で定める施策であるほか、
「中期経営計画2025」における全社KPI、そして役員報酬KPIにも定めている当社の人財戦
略における最重要施策の一つです。従業員エンゲージメント調査では、Ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎ
ｇ、キャリア開発、職場風土、理念への共感等に関する項目を質問しており、中期経営計
画等で従業員へコミットしている各種項目に対する、まさに効果測定の役割を果たしてい
ると言えます。「中期経営計画2025」における全社KPIで従業員エンゲージメント関連項目
の肯定的回答率80%以上を掲げておりますが、2022年度の実績は72%となりました。今
後、調査結果の分析を通じて組織課題を特定のうえ、PDCAサイクルによってその改善に
努めていきます。 

また、風土醸成の取り組みとしては、2022年度に役員インタビューを通じて期待する人
財像として以下を定義しており、2023年3月には従業員への説明会を実施しています。変
化を受け入れて挑戦しイノベーションを生み出す力が必要という思いを、以下の人財像に
込めています。 

 

当社人財へ期待する姿 

一、「共育」一緒に働く仲間を大切にし、共に成長する  

一、「挑戦」志を持って困難に立ち向かいやり遂げる 

一、「創造」自ら考え、新しい価値を創造する 

 

加えて、当社グループは多様な人財が「やりがい」と「ゆとり」をもって活躍しやすい
職場を目指しています。より働きやすい環境となるように、コアタイムなしのフレックス
タイム制度や在宅勤務制度を導入しており、育児や介護と仕事を両立するための様々な制
度も整備しています。特に男性の育児休業取得推進に向けては、制度の整備のほか管理職
向けの研修等も実施し、取得率も着実に増加しています。また、女性の活躍をダイバーシ
ティ戦略の大きな柱のひとつに据えており、女性比率・女性管理職比率の向上に向け、女
性採用のための広報活動や働き続けられる職場環境整備にも力を入れて取り組んでいま
す。 

 

指標 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 
2026年3月期 

目標値 

男性労働者の 
育児休業取得率 

13.6％ 18.3％ 26.6％ 50％ 

定年制社員女性比率※ 12.9％ 13.3％ 14.2％ 15％ 

※年度末時点での女性比率を記載しています。 


